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  社会会計の二つの 役割 

河 野 正 男 

1.  企業会計の二領域 

会計にはつぎの 三つの基本的職能があ る， ， 。 

情報の職能 

測定の職能 

保全の職能 

情報の職能とは ，企業の利害関係者の 意思 決 

定 に必要な会計情報を 伝達することをい う 。 企 

業の利害関係者としては ，経営者，株主 ( また 

は出資者 ), 投資家， 債権 者， 税務当局 ( およ 

び諸規制機関 ), 得意先および 消費者等があ げ 

られ ぅる 。 これらの利害関係者に 伝達される会 

計情報は，それぞれの 利害関係者によって 異な 

るが，企業の 諸活動すなわち 購入・生産・ 販売 

・財務・一般管理等の 活動に係わる 諸取引記録 

がその基礎を 成す。 会計情報の伝達手段とし 

て ，損益計算書および 貸借対照表等の 財務諸表 

およびその他の 報告書が用いられる。 

測定の職能とは ，企業の諸活動を 会計的方法 

を用いて数量的に 表現することをい う 。 測定の 

中心は資本と 利益の確定であ る。 資本と利益は 

それ自体単独で 測定され得ないので ，資本は資 

産および負債を 測定することに よ り，利益は収 

益および費用を 測定することに よ り確定され 

る。 このことに よ り，企業の財政状態および 経 

営 成績が明らかにされる。 誤解のないように 付 

け加えるならば ，資産， 負債，収益および 費用 

のいずれかの ヵ テゴリ一に入る 個々の項目に 対 

する情報要求に 応えるための 諸項目の測定も 当 

然測定の職能に 入れうる。 

保全の職能は ，株主，債権 者等から委託され 

た 企業の財産を 管理保全することをい う 。 具体 

的には，財産の 隠匿，浪費その 他の不正から 企 

業を守る仕組み ，すなわち内部統制組織を 意味 

する。 

三つの基本的職能はっぎのように 密接に結び 

ついている。 情報の職能が 正しく遂行されるた 

めには，伝達される 会計情報が適正に 測定され 

ておらぬげればならず ， また，測定の 職能の適 

正な履行は，企業財産の 適正な管理を 前提とし 

ている。 かくして，内部統制組織が 有効に働か 

ず，保全の職能が 適正に果されないならば ，会 

計情報の測定および 伝達の職能も 適正に果され 

ないことになる。 

ところで，財産の 管理保全という 職能の遂行 

は ， それ自体のための 会計情報を必要とする。 

つまり，財産の 管理保全のための 会計情報の測 

定 と伝達を必要とする。 そこで，会計情報の 利 

用の観点から 会計の職能を 考えると，保全の 職 

能は，測定および 伝達の職能に 包含せしめうる 

といえよう。 会計情報の利用の 観点からのこの 

ような議論は ， アメリカ会計学会 (AAA) の基 

礎的会計理論作成委員会の 会計の定義 幼 「会計 

とは，情報の 利用者が事情に 精通して判断や 意 

思 決定を行 う ことができるよ う に，経済的情報 

を識別し測定し 伝達するプロセスであ る」 

に照らしても 不適切ではないであ ろう。 

測定された伝達される 会計情報の内容は ，先 

述したよらに 各利害関係者によって 異なる。 特 

に 企業の内部者と 外部者とでは 決定的な 違 いが 

あ る。 内部者は，測定困難の 問題を別にすれ 

ば，必要とするすべての 会計情報を入手し ぅ 

る 。 他方，外部者は ，企業秘密および 測定・ 伝 
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達の コスト等の制約により ，伝達される 会計情 

報に限界があ る。 さらに，外部者への 会計情報 

の伝達にあ たっては， 当該情報の理解につい 

て，出し手の 企業 ( ないし経営者 ) と受け手の 

利用者との間での 合意が必要とされる。 このよ 

う な訳で，内部者のための 会計情報の測定・ 伝 

達システムと 外部者のための 会計情報の測定・ 

伝達システムの 違いが生じる。 前者のシステム 

は，内部者であ る経営者の経営管理目的の 意思 

決定に資するためのもので ， この意味では 内部 

報告会計 りと 呼ぶことが望ましい。 後者のシス 

テムは，覚部者であ る株主，債権 者および投資 

家 等の企業経営への 参加。 の意思決定に 資する 

もので，外部報告会計と 呼ぶことが望しい 0 し 

かしながら，内部報告会計を 管理会計，覚部報 

告会計を財務会計と 通常言っており ，本稿でも 

通称に従って 以下管理会計および 財務会計を用 

いることにする。 

会計情報の利用面からみた 管理会計および 財 

務会計の区分は ，会計職能論がすべての 会計実 

体の会計に妥当するものであ れば，企業会計に 

限らずすべての 会計実体の会計に 適用できるこ 

とになる。 会計を " フローとストックとを ， 主 

として貨幣 額 によって統一的に 把握するシステ 

ム " と 考えると ぎ ，社会会計 ( マク p 会計 ) 

も，企業会計・ 政府会計・非営利事業会計・ 家 

計と同様に会計一族に 入れうる。 ) 。 そうであ れ 

ば ，社会会計においても ，会計情報の 利用の観 

点から，企業会計の 管理会計に相当する 領域と 

財務会計に相当する 領域が考えられ ぅ ることに 

なる。 本稿でほ，社会会計における 管理会計的 

側面と財務会計的側面について 考察することに 

したい。 

2.  リト ソ リトンの会計 進 Ⅰ ヒ説 

20 年程前，社会会計の 文献として最初に 手に 

したのは，黒澤 清 先生より推薦された 合崎 教授 

の著書『経済会計学序説 J ( 森山書店， 1957 年 ) 

であ った。 この著書により ，今時教授の ，会計 

学の学問化に 対する情熱に 感銘するとともに ， 

ブレイ (Bray, F. S.) の経済会計 (economic 

accounting) の主張を知った。 学問としての 会 

計学および会計学一般理論の 探求は，爾来，筆 
者の基本的研究課題となっている。 また，経済 

理論に依拠して ，社会会計と 企業会計を統一し 

ょうと試みた プ レ イ の経済会計は ，筆者の社会 

会計研究の出発点となった。 

今時教授の著作に よ り示唆を受けた 事柄とし 

て ， さらにリトルトンの 会計進化説の 紹介およ 

び解説をあ げることが出来る㈲。 この会計進化 

説は，筆者の 論文および講義において ， しばし 

ば引用させてもらっている。 リトルトンは ，そ 

の論文「会計の 再発見」で，会計の 進化を， イ 

タリア式資本利益会計   財務会計   管理会 
計一 つ 社会会計という 発展方向でとらえた ， ， 。 
会計進化説の 概要はつぎのとおりであ る。 

リトルトンによれば ，会計それ自体は 発見さ 

れたものでも 発明されたものでもない。 会計の 

フレームワークは ，生産的に使用されている 資 

本と資本利用の 成果であ る利益とを結びつげる 

経済関係に敏感な 商人 (traders) が，試行錯誤 
的経験の末， 3 世紀の期間をかけて 発展させた 

ものであ った。 すなわち複式簿記の 成立であ 

る。 しかし， リトルトンは 複式簿記よりもイタ 

リア式資本利益会計という 語の方を好んだ。 そ 

れは，後者が 複式記入および 試算表残高の 均衡 

という会計技術の 皮相的側面以上の 内容すなわ 

ち実物勘定と 名目勘定の巧みな 統合を合意して 

いるからであ る。 

イタリア式資本利益会計がゆっくり 世界中に 

普及していった 後，その技術の 習熟により， 以 
前には気付かなかった 可能性が会計の 中に再発 

見されることになる。 

第 1 の再発見は， 19 世紀前半のイギリスで 行 

われた。 当時の社会問題であ った詐欺的会社設 

立からの投資家の 保護およびこの 保護による貯 

蓄の生産的使用の 促進のために 考え出された 方 

策が財務諸表の 公表と監査制度であ った。 すな 

わち財務会計の 出現であ る。 
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第 2 の再発見は， 20 世紀に入ってアメリカで 

行われた。 アメリカ経済における 大量生産と大 

量販売の発展は ，企業家をして ，その意思決定 

への会計の役立ちに 気付かしめた。 固定資産へ 

の大規模な投資および 低 原価の製品が 競争にお 

いて大きな意味を 持っことが，営業活動に 対す 

る厳密なコントロールの 重要性を一段と 高め 

た。 その結果，会計はもう 一段進化した。 管理 

会計 (ad ㎡ nistrative accounting) の出現であ 

る 。 

第 3 の会計の再発見は ，最近のことに 属す 

る。 単純化の嫌 い はあ るが，それは 戦争，不 

況，戦争の副産物として 生まれた。 社会勘定 

Cs ㏄ ial accounts) から得られた 情報は，広義の   
管理データに 入れることがふさわしいと 考えら 

れ， それ故に， それらの情報は 公共政策上の 重 

要な問題の決定に 非常に役立っことが 明らかに 

された。 社会勘定のデータは ，特殊の意味での 

" 勘定 "" から生み出され ，かっ特殊の 意味で 管 

理 に焦点が合わされている。 しかしながら ， リ 

トルトンはつぎのような 指摘をしている。 すな 

わち，社会会計に 取り入れられた 複式記入およ 

び貸借の平均等の 外面的特徴は ， 国民生産や国 

民 所得の分類および 表示に役立つが ，社会会計 

には ィ ダリア式資本利益会計の 本質つまり貸借 

対『 表 ( 資本 ) と損益計算書 ( 利益 ) の統合が 

欠けている ", と 。 このような指摘はするので 

あ るが，社会勘定のデータは ェ コ ソ 、 ストや宮 

僚 にとって重要であ り，かつその 方法論の応用 

が ェコ / ; ストによって 工夫されてぎたが 故 

に，会計のこの 発展を ， ェコ / , ストによる会 

計の第 3 の再発見と考えることは 不合理でない 

としている。 

以上， リトルトンの 会計進化説の 概要を第 3 

の再発見であ る社会会計にウェートを 置いて紹 

介した。 リトルトンの 会計進化説を 読み気付い 

たことを指摘したい。 

複式簿記を意味するイタリア 式資本利益会計 

の誕生から管理会計までの 道程は，会計の 出自 

であ る企業の枠内における 会計の発展を 描いた 

ものであ る。 管理会計から 社会会計への 発展の 

方向は，会計が 社会に提供するサービスの 内容 

により会計の 発展を叙述するという 観点をとる 

ならば， リトルトンの 言うように連続した 会計 

の発展、 0' とみることができ る 。 しかし，会計が 

企業を中心とする ，社会を構成する 個別経済単 

位の経済活動を 把握するシステムとして 発展し 

てきたことを 重視するならば ，企業ばかりでな 

く政府議機関，非営利事業および 家計等をも 包 

摂する社会， よ り具体的には 国民経済という 複 

合的経済単位を 会計実体とする 社会会計と管理 

会計 ( 延いては企業会計 ) との間には越し 難い 

断層ないし垣根があ るといえる。 社会会計の場 

合，企業やその 他の個別経済単位のように 元帳 

ないし原始記録に 直接依拠して 勘定表を作成す 

ることはしない ， またそれはできない。 このこ 

とが，多くのアカウンタントをして ，社会会計 

を会計一族に 含めることに 否定的見解をとらし 

めているのではないかと 推察する。 リトルトン 

自身も企業会計との 対比で社会会計の " 会計性 " 

について疑念を 抱いている節があ る。 それにも 

かかわらず， リトルトンは 会計の最近の 発展と 

して社会会計をとらえている 0 このことは， リ 

トルトンが会計Ⅰ企業会計という 考え方をとら 

ず，先述したように 会計の原型であ るイタリア 

式資本利益会計のもつ 基本的サービスの 社会へ 

の貢献の仕方によって 会計の発展を 叙述すると 

いう観点に立ったことによるものと 思われる。 

「会計の再発見」は ， リトルト ソ が 奔 れた会計 

史家であ ることを強く 認識させる論文であ る。 

つぎに， こちらの方が 本論をなすのであ る 

が， リトルトンが " 管理 " の観点から社会会計 

ほ ついて記述していることを 取り上げたい。 前 

掲の会計進化説の 概説の中における 社会会計の 

説明文中 " 管理 " という語に黒点を 付してあ 

る "' 。 リトルトンは 短い文章の中で 二度も " 管 

理 (administrative) という語を使用している。 

この語は，文脈の 中では，後述する よう に，企 

業会計ないし 管理会計における 管理という用語 

とは若干異なる 意味で使用されてはいるが ， リ 
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トルトンが，社会会計を 国民経済の管理への 会 

計の貢献とみていることは 間違いないであ ろ 

う。 

リトルトンは 別の著書でつぎのように 述べて 

いる。 すなわち， 「会計は， イタリア式複式 簿 

託 としてその初めから ，管理に焦点をあ わして 

いた。 この初期の技術から 生じる資料は ，中世 

商人の管理上の 意思決定に対してきわめて 有益 

であ ったにちがいない。 そして，今日でも ， 会 

計 のこの基本的サービスは ，管理指向性を 残し 

ている。 」 由 会計の原型であ るイタリア式資本利 

益会計が管理面にその 基本的能力を 有している 

とするならば ，新しい会計実体への 会計の適用 

は ， 何よりもまず 会計の管理面の 能力ないし サ 

一 ビスが重視されることになろ う 。 リトルトン 

の会計進化説はこのことを 示唆している。 そこ 

で，次節で，社会会計という 名称で呼ばれてい 

る会計が， どのような側面で 社会に貢献してい 

るのか，あ るいはどのような 役割を期待されて 

いるのかということについて 検討することにし 

たい。 

3. 社会会計の基本的役割 

社会会計の主要勘定 表 であ る国民所得勘定の 

国際的基準の 設定を意図して ，国際連合は ， 

1953 年に『国民勘定体系と 補助 表 (A System 

ofNationalAccountsandSupportingTab ほ河 

を発表した。 これは，その 後， 1960 年および 

19 何年に若干の 内容の修正が 行われ，改訂版が 

出されたにれらの 版を旧 SNA という )0 そし 

て 1968 午に，国民所得勘定と 他の社会会計譜表 

すなわち投入産出表，資金循環勘定，国際収支 

表 および国民貸借対照表とを 有機的に結合した 

社会会計の統合的基準『国民勘定体系 (A Sy,- 

tem of Nalional AccountsJ ( 通称， 新 SNA) 

が発表された。 この 新 SNA の第一章第 セ節 

。 新体系の用途 " の中に ，つ ぎのような記述が 

あ る ") 。 

「経済の発展を 一貫性あ る統計表に よ り説明 

するため，国民経済計算 (national accounts) の 

系列は，経済の 動きを表わしかつ 分析を行う 

のに欠くべからざる 重要なものとなっている。 

そして経済政策の 決定 (forms of ㏄ ono 血 c de. 

cision-m 荻 ing) に貢献する。 1953 年の報告で 

は ，政府の政策 (Public policy) との関連で，国 

民経済計算データの 用途について 述べ，政策決 

定の手段として 簡単な形の分析と 数字的検討と 

がもつ役割を 強調した。 当時述べたことは 今日 

でも通用するが ，仝回の報告では ，強調すべ き 

点が変っている。 それは新体系の 開発によっ 

て，一層広範囲の 研究が可能となるという 点で 

あ り， また過去 15 年間における 経済モデル作成 

の経験からしてより 複雑な種類の 分析の価値が 

高く評価されるよ う になってきているという 点 

であ るⅡ 

引用文より， 新 SNA においてより 複雑な種 

類の分析が可能になったことを 別にすれば， 

SNA においては新旧の 別を問わず，経済活動 

の表示と分析， そしてそれらを 利用しての政府 

の経済政策 (public ㏄ licy) に係わる意思決定へ 

の役立ちが強調されている。 

わが国の国民経済計算 ( 社会会計 ) の 新 SNA 

への移行の作業に 従事した倉林教授は ， 主とし 

て 新 SNA の解説を意図した 著書『国民経済計 

算』の中でつぎのように 述べている ") 。 

「第 2 次大戦後の先進工業国では ，完全雇用， 

福祉国家といった 政策目標の先導のもとに 広い 

範囲での公共政策の 運用に よ る経済変動の 制御 

に関する試行が 導入され，今日に 及んでいろ。 

こうした公共政策の 運用には，政策目標に 対す 

る予測 と ，政策手段に 関する計画が 重要な役割 

を 占める。 これら政策の 目標と手段の 予測と計 

画を整合的な 構図の中に写し 出すフレーム・ワ 

ークとして発展したのがく 国民経済計算 ノ であ 

る。 したがって ，く 国民経済計算 ノの 開発は， 

予測と計画を 担当する政策当事者の 強い関心を 

ひ き ，それぞれの 国が直面する 経済の現実と 密 

接な関連のもとに 独自の発展をとげてきたので 

あ るⅡ 
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文中の政策目標と 予測と計画の 関係はつぎの 

ように理解される。 すなわち，政府の 政策目標 
達成のために 政府が制御し ぅる 手段を実行した 

場合の影響を 予測し政策目標の 達成のために 

どれ た げの手段を実行するかを 計画する， これ 

らの一連の行為を 有効に果すために 国民経済計 

算 ( 社会会計 ) が今日重要な 役割を担っている 

というわげであ る、 。 ， 。 

社会会計 ( 国民経済計算 ) が経済政策 ( あ る 

いは公共政策 ) における意思決定に 役立っ場合 

の具体的内容が ，政府の制御し ぅる 手段の影響 

の予測と手段の 計画であ るとするならば ，それ 

は企業の意思決定における 管理会計の役立ちと 

類似するところがあ る。 社会会計が上述の よう 

な 内容のものとして ，そのような 内容の社会会 

計と ， 広く受容されているアメリカ 会計学会の 

1958 年管理会計委員会の 定義と比較してみよ 
う、 6) 
O 

「管理会計は ，経営者が妥当な 経済的諸目標 
に関する計画を 設定し，かっこれらの 目標の達 

成を意図した 合理的意思決定を 行 う のに役立つ 

よう に，会計実体 (entity) の歴史上ならびに 

計画上 (historical and projected) の経済的 デ 

一タの 処理に適切な 技術と概俳を 適用すること 

であ るⅠ 

この定義にはっぎのような 文言が付加されて 

いる。 

「管理会計は ， 効果的な計画設定， 代替的 企 

美行動の選択および 業績の評価と 解釈を通じて 

の統制のために 必要な方法および 概念を含むも 

のとする。 そして管理会計の 研究は，企業経営 

の特殊な問題，意思決定および 日々の業務に 関 

達 して会計情報が 蓄積，総合，分析および 表示 

される方法の 考察をも包含するⅡ 

1958 年管理会計委員会の 定義は，その 中の語   
句を一部代えれば ，すなわち管理会計を 社会会 

計に，経営者を 政府に，そして 会計実体を国民・・ ・・ 
経済にすれば ，社会会計の 定義としても 十分有 
用 と考える。 また，管理会計の 定義を補足した 

部分も，企業活動を 経済活動に，企業経営を 国 
  

・ ・ ・ 

民 経済等に改めれば ，その内容はほ ば 社会会計 

にもあ てはまろ う 。 

対象とする会計実体が 異なることから 生起す 

る相違点を別にすれば ，社会会計という 名称に 

よって理解されている 会計の内容は ， 実は国民 

経済を対象とする 管理会計であ ると言うことが 

できよう。 かくして，社会会計の 主要な役割 

は，政府による 国民経済の管理運営への 貢献に 

あ ると言える。 

新 SNA は， その主要勘定義との 関連で考え 

られ ぅる 経済分析と経済政策 (economic ansly- 

sls and policy) の一覧表を掲示しているが ，参 

考までに転載することにしたい "' 。 

この表において 1, 2   6,  7  の番号は 

勘定義を表わしている。 すなわち，ストックの 

勘定 ( すなわち国民貸借対『 表 ), 生産勘定，消 

費勘定，蓄積勘定，海外勘定，再評価勘定およ 
びストックの 勘定の順で，列は 借方を，行は 貸 

方を示す。 表の見方を知る 上での参考として 若 

干の説明を加えておこう。 2 行 2 列の交点は生 

産勘定の借方貸方の 双方つまり産業間の 財・サ 

ービスの取引が 示されるので ， その資料に基づ 

き産業連関分析や 生産性の分析が 可能となる。 

2 行 3 列の交点は生産勘定貸方，消費勘定借方 

を意味し家計および 政府支出の記録が 示され 

る。 これらの記録は ，消費需要分析や 政府支出 

の研究に役に 立っ。 2 行 4 列の交点 は ，生産勘 

定貸方，蓄積勘定借方を 意味し一会計期間中 
の 再生産可能有形資産すなわち 棚卸資産や有形 

固定資産の増 ( 減 ) 分が示される。 従って，在 
庫投資モデル ，固定資本形成モデルあ るいは投 

資政策等へ有用な 情報を提供する。 2 行 5 列の 

交点は，生産勘定貸方，海外勘定借方を 意味す 
る。 輸出取引が示されるので ，輸出需要分析に 

役に立つという 訳であ る。 表中 ，記入のない 桝 

目は，そこに 適合する取引が 通常考えられない 

ものであ る。 

この表に出ている 経済分析および 経済政策が 

考えられ ぅる 全てではないことは 明らかであ 

る。 「 ", 簡単な表を作ることから 複雑な モデ 
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表 1  桁 SNA の勘定 表 に必する経済分析および 経済政策の分野 
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ルさ 作るに至るまで 新 SNA の用途は広範囲に 

わたっている。 それは，経済システムの 動 ぎを 

理解し有益な 政策決定をなし 得るよう我々の 

能力を拡大するものであ る。 」， 8) 

4.  社会会計の新しい 役割 

日本では，現在， 新 SNA に準拠した社会会 

計譜表および 補助 表が ，毎年，経済企画庁から 

『国民経済計算年報 コ にまとめられ 発表されて 

いる。 この 他 ，複数の省庁の 協力によって 作成 

される産業連関表， 日本銀行が作成する 資金 循 

環 勘定および大蔵 省よりの委託で 日本銀行が作 

成している国際収支表等の 社会会計表も 発表さ 

れている。 これらの社会会計表によって 提供さ 

れる情報は，本来，政府が 国民経済の管理運営 

のために収集したものであ る。 国民経済の管理 

運営の " 管理 " の意義は，前節で 指摘した よう 

に，その語が 企業会計で使用される 場合と若干 

異なる。 企業会計においては ，管理の中に ，企 

業の支配下にあ る経済的資源の 管理保全も含ま 

れている。 しかし社会会計においては ，政府の 

直接的支配下にあ る経済的資源は 別として，国 

民経済の他の 経済単位が保有する 経済的資源に 

ついては，政府の 支配権 は及ばないので ， この 

場合企業会計的な 意味での管理保全ということ 

は考察覚におかれる。 

また，計画および 意思決定という 管理の基本 

的役割については 企業会計と社会会計では 若干 

の 相違があ るように感ぜられる。 企業の場合 

は，設定された 目標達成のために 計画を実行し 

意思決定を行うにあ たって，その 支配下にあ る 

経済的資源を 直接的に使用する。 国民経済の管 
理運営という 観点からみると ぎ ， 政府の場合 

は ，設定された 目標達成のために ，会計情報に 

基づいて計画をし 意思決定を行う 点では企業 

と同じであ る。 しかしここから 先が若干異な 

る。 意思決定によって ，一般会計予算や 財政投 

融資資金等の 政府の支配下にあ る経済的資源を 

使用する場合もあ るが一方，国民経済の 管理運 
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常 に関する政府の 制御じうる手段はこれだけで 

はない。 公定歩合や税率の 変更のように ，その 

ことによって 企業や家計にこれらの 経済単位が 

保有する経済的資源を 政府の意図する 方向に使 

用させる ( 場合によっては 使用させない ) よう 

に 誘導するという 手段もあ る。 

さらに言えば ， 一般会計予算や 財政投融資予 

算の編成および 執行 ( 使用 ) も，その国民経済 
への間接的影響を 考慮して行われていると かえ 

る 。 例えば，不況期においては ，国民経済の 需 

要を高めるために ，予算規模を 大ぎくしかつ 執 

行を早め，企業や 家計の支出を 誘発するという 

ことが行われる。 この ょう にみてくると ，政府 

に ょ 8 国民経済の管理運営は ，経済的資源の 使 

用 という点では ，間接的管理にウェートが 置か 

れていると言える。 

以上の叙述をまとめると ，国民経済の 管理運 

営という場合，企業会計的意味での 経済的資源 

0 管理保全は考慮されていないしかつ 国民経 

済の運営にあ たっては経済的資源の 間接的管理 

が 中心であ るといえる。 このことが， リトルト 

ン なして， " 特殊の意味での 管理 " あ るいは " 広 

義の管理データ " 等の語句を使わしめたのでは 

ないかと推察する ，。 ' 。 

さて，企業会計の 場合，経営管理目的のため 

に集められた 情報は，それが 法律や慣行等によ 

ってディスクロージャーすることを 求められて 

いる場合以外は ，通常，公表されない 恥 。 社会 

会計情報が政府の 国民経済の管理運営に 資する 

ために収集されたものであ るとすると，政府は 
何故それを公表するのであ ろうか。 実はこの点 

は必ずしも明瞭ではない。 二つ 程 理由が考え も 

れる。 社会会計情報は 集計量であ るためにその 

公表が個人のプライバシーを 侵害することもな 

いし通常この 集計量は国家機密とも 思われな 

い， ，， 。 このために，税金を 使用して収集した 社 

会会計情報は ，国民に よ るその有効利用を 考え 

て " 情報公開のルール " にしたがって 公表され 

るべきであ るというのが 一つの理由であ る。 も 

ら一つの理由は ，社会会計情報の 公表が，政府 

の 経済運営を よ り有効に行 う のに効果があ ると 

考えられることであ る。 例えば，景気状況に 係 

わる % き 報 ，輸出入関連の 情報あ るいはマネー・ 

サプライに関する 情報等の公表は ，企業や家計 

をして国民経済の 現状に対する 理解をもたら 

し ，国民経済の 現状の変更を 意図する政府の 何 

らかの手段の 発動を容易にするであ ろう ", 。 

理由はともあ れ，国民経済の 管理目的の情報 

が体系的な形で 定期的に公表される ょ 5 になる 

と ，政府以外の 組織でもこれを 利用するように 

なる。 例えば，企業による 予算編成や経営計画 

への利用，あ るいは研究機関や 研究者による 実 

証研究や理論の 構築への利用があ げられ ぅる 。 

ここで特に指摘したいのは ，社会会計譜表の 定 

期的 公表が政府による 国民経済の管理運営に 対 

する国民による 業績評価に利用されうるという 

ことであ る。 

つぎの表は，『日本経済新聞』の 昭和 60 年 12 

月 31 日号の記事「経済教室   85 年度経済予測 
採点」欄に掲載されたものであ る。 記事は，政 

府を含む各機関の 予測 値 と実績 ( 見込み ) とを 

比較し どの機関の予測がより 精確であ った 

か， そして予測と 実績の乖離の 原因 は 何かにつ 

いて叙述したものであ る。 

政府以外の他の 機関が経済予測をする 場合， 

その予測は自己の 企業経営に生かされることは 

あ っても，国民経済の 管理運営 ャこ 反映されるわ 

けではない。 したがって， これらの機関の 予測 

と 実績の乖離は ， 国民経済の管理運営の 観点か 

らは大した問題ではない。 しかし，政府の 場合 

は異なる。 政府は，経済予測 ( 経済見通し ) と 

経済運営の基本的態度にもとづいて 予算編成 方 

針 をたて， しかる後に予算編成が 行われる。 そ 

して予算案ができ ，それが国会で 承認されると 

確定するわけであ る。 したがって，政府の 場 

合，予算編成の 前提となる経済予測と 実績の乖 

離は，民間機関のように 単なる予測違いで 済ま 

せるわげにはいかない。 原因を究明し 対応策を 

とる必要があ ろう。 例えば予測したよりも 経済 

状況が悪い場合には ，予算の執行を 早めたり あ 
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表 2 ㏄年度生兵 技 曲の経済見 
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名目成長率 (%) 
民間最終消費支出 (%) 
民間住宅投資 (%) 
民間設備投資 (%) 
公的固定資本形成 (%) 
輸 出 等 (%) 
輸 入 等 (%) 
貿易収支 ( 億ドル ) 
経常収支 ( 億ドル ) 

為替レート ( 平均， 円 ) 

卸売物価上昇率 (%) 
消費者物価上昇率 (%) 

米国実質成長率 (%)   
評 価 
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4. 1 

3.8 
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6. 1 
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243 

1. 1 
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B- 

4. 5 4.5 

6. 0 5.8 

3.7 3.7 

5.2 O. 1 

6. 4 8, 1 

Al.0 A0.9 

6. 1 7.4 

2. 9 5.4 

474 554 

365 470 

230 233 

ム 0 ・ 4 ▲ 0.4 

1. 8 2.4 

  3. 1   
B B" 

( 注 ) ①民間最終消費支出から 輸入等までの 項目は実質の 伸び率 ②実績見込みは 85 年 12 

るいは追加予算を 組むということが 考 られるか は，政府が経済に 介入するにしても ，その結果 

もしれない。 に 対して全面的な 責任を負っているわけではな 

上表では，輸出入関連の 予測 値 と実績 ( 見込 いからであ ろう 0 現在はこの ょう な状況ではあ 

み ) の乖離が多くの 機関でみられる 以外，乖離 るが，国民経済の 経済活動の実績を 社会会計表 

が 大きな項目は 各機関とも少ない。 低成長下で の形で定期的に 公表することは ，一般経済活動 

の 経済予測の一つの 特徴といえよ う 。 に 対する政府の 経済活動の比重が 増すに つ れ 

ところで，政府による 経済予測と実績の 乖離 て ，社会会計表が 国民から国民経済の 適切な管 

が ，会計期間途中における 社会会計情報の 速報 理運営を委託された 政府の受託責任の 報告の様 

値 に基づく対応策の 実施にもかかわらず 大きい 相を帯びる可能性が 大ぎくなるであ ろう。 これ 

ものであ れば，実績の 公表を行っている 限り国 は ，企業会計の 財務会計に相当する 社会会計の 

民にの中には 政府以外の経済予測機関も 入 新しい役割と 言える。 

る ) から批判を招くことになろ う 。 しかしなが 将来，社会会計表が 政府に ょ 6 国民経済の管 

ら ， これまでのところ ，社会会計情報をこのよ 理運営についての 受託責任の報告として 利用さ 

う な方向で積極的に 利用し，政府の 経済政策の れるようなことになれば ，あ るいは政府に よ る 

大転換を う ながしたり，あ るいは内閣の 命運を 国民経済の管理運営についての 有力な判断資料 

揺 がすといったことはなかったのではないかと として利用されるようなことになれば ，政府は 

思け 。 社会会計情報のこのような 利用が積極的 社会会計表の 作成，公表にこれまで 以上に重大 

は 行われてこなかったのは ，混合経済体制下で な 関心を持つことになろ う 。 場合によっては ， 
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通し W84 年 12 月作成， 75 年度基準， 4 はマイナス ) 

実 績 見 込 み 
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3.8 3. 1 0 ． 3 2.6 4. 4 2.O 2. 1 1.0 4.9 3. 1 

4. 3 5. 7 7.7 6. 2 6.2 6.O 4.9 6. 1 11.0 1 Ⅰ・ 5 

A0.8 A0.2 0 ． 5 A0. 3 Ⅰ・ 7 1.7 4%.3 40.3 A7. Ⅰ   

9. 1 6. 3 6.4 6. 3 5. 1 5.7 8.4 4. 1 4.2   

6. 4 4. 4 5.9 6. Ⅰ 2.9 5.7 2.3 3.8 ▲ 0 ・ 9   

548 551 470 480 488 484 566 495 602 580 

440 451 375 380 395 394 466 395 538 510 

235 238 235 233 230 23l 249 228 224 225 

1. 2 0 ◆ 3 0 ． 3 ▲ 0 ． 3 0 ・ 2 八 0 ， 6 1.8 ▲ 0,3 八 2.5 ▲ 2.4 

2. 6 2. 5 2. 2 2. 1 2. 8 2.6 2.7 2.0 2.O 2. Ⅰ 

3.0 2.9 2.9 3.0 3.0 2.6 2.6 3.0 2.5     
B B B B B B- C C 

同作成， 80 年基準 ③米国の成長率は 1985 年 

都合の悪い社会会計情報を 隠蔽したりあ るいは 

歪曲したりするかもしれない。 国民経済の管理 

運営の全責任を 担っている社会主義国において 

時折政府に都合の 悪い経済情報の 公表が控えら 

れるという新聞記事を 目にする " が ， これは 混 

合 経済体制下の 国々における 社会会計表のディ 

スクロージャー 制度を考察するときにヒントを 

与えるものであ る。 

目下のところ ，わが国においては ，社会会計 

表 が政府による 経済運営の業績評価に 積極的に 

使用されることがないために ，社会会計情報に 

ついての統計上の 信頼性について 議論されるこ 

とはあ っても，その 情報の隠蔽や 歪曲というこ 

とについて問題は 生じていない。 将来，社会会 

計 においても，企業会計 ャこお げるよ う に利害関 

係着 すなわち国民に 対する国民経済の 経済運営 に 係わるディスクロージャー 制度を設ける よ う 
なことになれば ， あ るいは現行の 社会会計表の 

④三菱銀行の 公的固定資本形成は 政府最終消費を 含む 

公表が実質的に 経済運営の受託責任の 報告書と 

して確立していくならば ，社会会計情報の 隠蔽 

や歪曲を防ぐために 会計監査を実施するという 

ことも考える 必要があ ろう。 この場合，社会会 

計原則の設定ということも 問題とされよ 5% 。 
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拙稿「新しい 国民経済計算の 吟味   アカウン 
タントの観点から   」， F 会計』， 117(4), 
1980.  4,  pp.83-102 
合 崎 堅二丁社会科学としての 会計学 J  ( 中央大 
学出版部， 1966) 
Uttleton,  A. C.:  Accounting  Red 汝 overed, 
ACcount 而 n,g  RevieW,  32(2),  Apr.  1958.  pp. 
246 Ⅰ 53 

社会会計では ，国民所得勘定 (natio ㎎ l income 
account,) あ るいはこの勘定の 内訳を示す生産 
勘定 (production account), 消費勘定 (con. 
sumption account) および蓄積勘定 (accumulat- 
ion account) 等の統計表を 勘定と呼ぶ。 これは， 
企業会計の損益計算書および 貸借対照表等の 財 
務 諸表に相当するもので ，決して元帳 の勘定を 
意味するものではない。 また，社会勘定を 構成 
する統計表は 財務諸表に相当するが ，その作成 
は，元帳 の締切手続によるのではなく 統計的手 
法による。 このようなことを 考慮して， リトル 
トンは特殊の 意味での勘定からなる 句を使用し 
たものと思われる。 
リトルトンが 前掲の「会計の 再発見 (Accouning 
Redis 。 overed) 」を書いたころは ，国民所得勘 
定と国民貸借対照表とが 結びついた社会会計の 
勘定表の体系は 存在していなかったが ，後述す 
る 新 ， SNA t こおいて，社会会計の 勘定義 は ，企 
業会計の損益計算書および 貸借対照表の 如く密 
接に結合された。 
拙稿 : 前掲論文参照。 
Littleton, A. C. and V. K. Zimme,mm: 

A ㏄。 囲 ting T レ or ノ ， Co 何 %uit ノ沖み C ね ㎝ ge, 
1962,  Chapter  ll.C 上田雅通訳『会計理論   
連続と変化   コ ( 税務経理協会， 1976), 第 11 
草コ 

筆者記入 
Littleton,A. C. andV.K.Zimme,man: i ゐ id., 
p.223 ( 上田雅通訳 : 前掲 書 ， p.313 コ 
United Nations: A S ノ ste 佛が No お 。 れ切， 4c. 
， 0 ㍼ お ， 1968, p. l2 ( 経済企画庁経済研究所国 
民所得部 訳 『国民経済計算の 体系   国際連合 
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の 新しい国際基準   』， p.17 コ 
倉林義正・作間通雄下国民経済計算』東洋経済 
新報社， 1980 ， pp. ト 2 
倉林義正「国民勘定の『視野山と『方法』」， 
『思想 コ ， N0.467, 1963. 5, pp.79 づ 3 
AAA: Repo 珪 of ㏄ mm 血 ee on Management 
Accounti ㎎， A ㏄㎝ 乙 初耳 穴 ㏄りの， XXXiv(2), 

Apr. 1959. p.210 
なお，管理会計の 記述にあ たっては，つぎの 文 
献を参考とした。 
吉田 彰 ア 意思決定のための 管理会計 上 ( 同文 
館， 1975), 津 曲直射『管理会計論 コ ( 国元書房 
1977), 横浜市立大学会計学研究室編『管理会 
計論 ] ( 同文館， 1979) 
United Nations, め材 ・， p.13  経済企画庁経済 

研究所国民所得部 訳 ，前掲 書 ， p.18 
注 17) に同じ 
Littleton, A. C.: ibid., p.252 

企業が任意にディスクロージャーする 場合があ 
る。 
拙稿「社会会計におけるディスクロ ーン ヤ --@ こ 

ついて」， F 中央大学経済研究所年報』， 第 ml 号， 
1980 ， pp.7 ト工 工 2 

何が秘密であ るかを予め決めること 離しい。 国 
民所得や GNP は生産力の大きさを 表わすの 
で，国際間の 緊張が高まるとか 戦争状態になれ 
ば，これらの 集計量は国家機密とされるかもし 
れない。 
企業や家計が 国民経済の経済活動に 対する理解 
を深め，かつ 政府の制御し ぅ 6 手段についても 
熟知するようになると ，あ る経済状況下で ，政 
府がいかなる 手段を行使するかについて 予め企 

業や家計が考慮に 入れた経済行動を 行い，結果 
として，政府の 手段の行使が 期待通りの効果を 
あ げえないという 考えもあ る。 
日本経済新聞記事「数値はどこ /  鉱工業生産 
一一ソ連， 都合悪いと隠す ? 」， 1985. 9. 19. 

( 朝刊 ) 
拙稿「社会会計における 監査問題」，『会計』 
122(1), 1982. 7, pp,8 件 93 

( かわのまさお 横浜国立大学経営学部教授 コ 


